
土木工事現場必携の
改定概要

（R6. 4. １改定）
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土木工事現場必携の主な改定点
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設計図書の変更及びこれに伴う契約変更の取扱いについて必
要な事項を定め、事務の簡素化と合理化を図ることを目的に、
「愛知県建設局・都市･交通局・建築局設計変更事務取扱要
領」及び「工事請負契約における設計変更ガイドライン（統合
版）」（愛知県建設局）が定められている。

第１章 一般事項
1－3 契約関係
(4)契約変更までの流れ (ｱ)契約変更の手続き

修 正

設計図書の変更及びこれに伴う契約変更の取扱いについて必
要な事項を定め、事務の簡素化と合理化を図ることを目的に、
「愛知県建設局・都市･交通局・建築局設計変更事務取扱要
領」及び「愛知県建設局設計変更ガイドライン」が定められて
いる。
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第１章 一般事項
1－4 工事等の施行
(5)建設業法等による工事現場への掲示

改 定
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このほか、複数の工事を同一の工事とみなして、同一の監理
技術者等が兼務する場合は、契約前に全ての注文者から承諾を
得る必要がある。（各工事の発注者は同一又は別々のいずれで
も可）

第２章 書類関係
2－1 監督の流れ Ⅱ 工事着手まで

追 加

③－３ 兼務届・工程表の確認
・｢工事現場における現場代理人の常駐の運用について｣のうち、
運用の２による双方が建設局・都市･交通局発注工事の場合以
外で、現場代理人等が兼務する場合や専任の主任技術者が他工
事と兼務する場合は、「現場代理人等通知書」に兼務届及び工
程表の添付が必要。また、監理技術者が監理技術者補佐を配置
し兼務する場合は、兼務届の添付が必要。
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⑫ 工期の一時中止
・工事を一時中止する必要が生じた場合については、詳しくは

「工事請負契約における設計変更ガイドライン(統合版)」の
「Ⅱ 工事一時中止に係るガイドライン」を参照のこと。

⑬ 工期の変更
・工期の延長について、詳しくは第１章1-3 (5)工期変更へ。

第２章 書類関係
2－1 監督の流れ Ⅲ 工事施工中

改 定

⑫ 工期の変更、一時中止の検討
・工期の延長及び工事の中止の検討及び報告について、詳しく

は第１章1-3 (5)工期変更へ。
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注意事項
(１) 配置するのは現場責任者か、現場代理人か？

②建設工事に該当する工種の当初請負代金額が500 万円未満
の工事。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

1．現場代理人等通知書

修 正

注意事項
(１) 配置するのは現場責任者か、現場代理人か？

②建設工事に該当する工種の当初設計金額が500 万円未満の
工事。
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２－１．登録のための内容確認
(１) 請負者はコリンズから監督員へメール送信にて通知。監督

員は、原則として登録内容確認システムで内容を確認し、結
果を登録する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

2．コリンズ登録〈R5.8.21 改定〉

改 定

２－１．登録のための内容確認
(１) 請負者はコリンズから監督員へメール送信にて通知。監督

員は、内容を確認のうえ、署名押印し、請負者に返却する。
なお、メールによる場合は、監督員が署名押印したものをＰ
ＤＦデータとして返却する。



土木工事現場必携の主な改定点

8

注意事項
(２) 請負者は工事の受注、変更、完成、訂正時に登録。なお、登録内容の
変更時とは、工期、現場代理人及び監理技術者等の変更を指す。ただし、
技術者の専任制に伴う請負代金額が4,000万円未満から4,000万円以上、
4,000万円以上から4,000万円未満及び建設工事の対象となる請負代金額
が500万円未満から500万円以上、500万円以上から500万円未満に請
負代金額が変更となった場合は、変更時登録する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

2．コリンズ登録

修 正

注意事項
(２) 請負者は工事の受注、変更、完成、訂正時に登録。なお、登録内容の
変更とは、工期、現場代理人、主任（監理技術者）、監理技術者補佐の変
更を指す。ただし、請負代金額が4,000万円未満から4,000万円以上、
4,000万円以上から4,000万円未満及び、500万円未満から500万円以
上、500万円以上から500万円未満に変更となった場合は、変更登録する。
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注意事項
(１) 法定福利費額が想定と乖離していないか確認
「請負代金内訳書における法定福利費の明示による法定福利費
の適切な支払いのための取組の改定について」 （令和５年３月
31日付け ４建総第1383号・４建企第522号 建設局長通
知）参照。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

3．請負代金内訳書

追 加

注意事項
(１) 法定福利費額が想定と乖離していないか確認。
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注意事項
(１)請負者が行う設計照査は、「設計変更ガイドライン」の「10 設計図書の照査に
ついて」の内照査要領（案）に沿って行う。

(２)発注者は、請負者から条件変更の確認請求を工事打合簿により通知を受けたとき
は、請負者立会の上、直ちに現地調査を行う。条件変更確認請求通知に対する回答
は、現地調査後14日以内に工事打合簿により通知する。

(３)請負者は、設計照査を行い、該当する事実が無い場合は、工事打合簿に照査項目
一覧表（チェックリスト）を添付して報告する。該当する事実がある場合は、工事
打合簿に「通知事項等」（条件変更確認請求）・チェックリスト及び事実が確認で
きる資料を添付して通知する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

5．設計図書の照査

修 正

注意事項
(１) 発注者は、照査結果の報告を受ける。その後、請負者から条件変更の確認請求を
工事打合簿により通知を受けたときは、請負者立会の元、現地調査を行う。条件変
更確認請求通知に対する回答は、現地調査後14日以内に工事打合簿により通知する。

(２)請負者が行う設計照査は、「設計変更ガイドライン」の「９ 設計図書の照査に
ついて」の内照査要領（案）に沿って行う。
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

5．設計図書の照査

修 正

フロー図(条件明示）

（請求通知で確認、
照査項目一覧表添付）

条件明示の
必要性 有

無

有

無

資料の有無 資料名 有

無

資料中の確認
したい事項

（照査完了、報告）（請求通知で確認、
照査項目一覧表添付）

（照査完了、報告）
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

5．設計図書の照査

修 正
フロー図(資料貸与）

資料貸与の
必要性

有

無

有

無

貸与状況 有

無

資料中の確認
したい事項

フロー図(設計図書）

事実の有無 有

無

（請求通知で確認、
照査項目一覧表添付）

（照査完了、報告）（請求通知で確認、
照査項目一覧表添付）

（照査完了、報告）

（請求通知で確認、
照査項目一覧表添付）

（照査完了、報告）

フロー図(資料貸与）

（照査完了）

資料貸与の
必要性

有

無

有

無

貸与状況 （請求通知で確認）有

無

資料中の確認
したい事項

（照査完了）（請求通知で確認）フロー図(設計図書）

（照査完了）

事実の有無 有

無

（請求通知で確認）
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

7－1．施工計画書の内容
追 加
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（11）現場作業環境の整備
工事現場の現場環境改善は、周辺住民への生活環境に

対する配慮や一般住民に対する建設事業の広報活動、並
びに現場労働者の作業環境の改善を行うことを目的と
し、・・・・・

また、設計図書において、誰もが働きやすい現場環境
整備工事と明示された場合は、「誰もが働きやすい現場
環境整備工事実施要領」により実施する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

7－2．施工計画書の作成例
追 加



土木工事現場必携の主な改定点

15

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

7－2．施工計画書の作成例
(12) 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

改 定



（13）法定休日・所定休日（週休二日の導入）

完全週休２日制・週休２日制工事実施
要領（愛知県）に基づき、本工事は、完
全週休２日制工事として、右記の休工取
得計画により工事を実施します。

※週休２日制工事を導入する場合は、
週休２日制の休工取得計画を作成する
こと。

〈作成例（完全週休２日制の場合）〉 施工開始日 2023/4/19

日数 休工日数 週間数
土日休工

週間数

日付 4/16 4/17 4/18 4/19 4/20 4/21 4/22

休工状況 対象外 対象外 対象外 対象外

備考 施工開始

日付 4/23 4/24 4/25 4/26 4/27 4/28 4/29

休工状況 休工 休工

備考

日付 4/30 5/1 5/2 5/3 5/4 5/5 5/6

休工状況 休工 休日休工 休日休工 休工

備考

日付 5/7 5/8 5/9 5/10 5/11 5/12 5/13

休工状況 休工 休工

備考

日付 5/14 5/15 5/16 5/17 5/18 5/19 5/20

休工状況 休工 天候休工

備考

日付 5/21 5/22 5/23 5/24 5/25 5/26 5/27

休工状況 休工 休工

備考

日付 5/28 5/29 5/30 5/31 6/1 6/2 6/3

休工状況 休工 休工

備考

日付 6/4 6/5 6/6 6/7 6/8 6/9 6/10

休工状況 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外 休工

備考

日付 6/11 6/12 6/13 6/14 6/15 6/16 6/17

休工状況 振替休工 休工

備考

日付 6/18 6/19 6/20 6/21 6/22 6/23 6/24

休工状況 休工

備考

日付 6/25 6/26 6/27 6/28 6/29 6/30 7/1

休工状況 対象外 対象外 対象外 対象外 対象外

備考 施工完了

1

58 18 8.5 7.5

※備考欄に、施工開始日、施工完了日を記載すること。

■経費補正

18 ÷ 58 ＝ 31.0% ⇒

■成績評定

7.5 ÷ 8.5 ＝ 88.2% ⇒

　※評価対象の内、最終契約金額1千万円以上の工事は週休2日制工事取組証を発行

木日 月 火 水 金 土 備考

計　画

休日取得率（経費補正） 完全週休2日取得率

7 2 1 1

非対象期間 － － － －

7 2 1 1

7 4 1 1

7 2 1 1

7 2 1 0

2 1 0.5 0.5

7 2 1 1

- - -

休日（祝日）休工
（日数×0.5週＝土日休工週間数）

7 2 1 1

7 1 1 0

計

4週8休以上

評価対象

非対象期間 -

土木工事現場必携の主な改定点
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

7－2．施工計画書の作成例
新規追加
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

7－2．施工計画書の作成例

（14）その他
その他、設計図書で施工計画書に明記又は記載するよう指定

されているもの及び監督員の指示事項を記述する。

削 除

（13）その他
電子提出するデータ（打合せ簿など工事書類、電子成果品

等）はウイルスチェックを行うこととし、発注者へ提出する書
類を作成するパソコン毎にウイルス対策を必ず記載すること。
〈作成例〉

その他、設計図書で施工計画書に明記又は記載するよう指定
されているもの及び監督員の指示事項を記述する。
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注意事項
※様式にあて名（愛知県知事・○○所長等）があるものについては、工事打合

簿は必要としない。（例：現場代理人等通知書・請負代金内訳書・完了届・
請求書等）

※情報共有システムの対象である場合、運用にあたっては「愛知県情報共有運
用ガイドライン」に基づき実施すること。（段階確認報告書、施工状況把握
報告書及び材料確認報告書の最終報告に工事打合簿は必要としない。）

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

10．工事打合簿

修 正

注意事項

※情報共有システムの対象である場合、運用にあたっては「愛知県情報共有運
用ガイドライン」に基づき実施すること。
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１６－１．事故発生報告書(記載例はp．2－99へ)
(１)請負者から発注者へ提出
(２)標準仕様書第１編1－1－36
(３)監督員が指示する期日までに。
(４)現場写真等の関係資料については、作成次第速やかに提

出する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

16．事故報告

追 加

１６－１．事故発生報告書(記載例はp．2－98へ)
(１)請負者から発注者へ提出
(２)標準仕様書第１編1－1－36
(３)監督員が指示する期日までに。

。
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１６－３．事故報告書
(１)監督員から本庁事業課へ報告
(２)標準仕様書第１編1－1－36
(３)請負者から提出のあった事故発生報告書を添付し、所属

長の意見を記入後提出する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

16．事故報告

修 正

１６－３．事故報告書
(１)監督員から建設総務課へ報告
(２)標準仕様書第１編1－1－36
(３)事故の状況がある程度まとまり次第提出する。
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注意事項
(１)事故が発生した場合、現場代理人は被災者の救助を最優

先とする。また、事故発生の監督員への通報（電話等）
を迅速に行い、状況を把握でき次第、メール等で監督員
へ情報を報告する。その後、事故発生報告書を作成する。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

16．事故報告

修 正

注意事項
(１)事故が発生した場合、現場代理人は被災者の救助を最優

先とする。また、事故発生の監督員への通報を迅速に行
う。その後、事故発生報告書を作成する。
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※解体等工事の事前調査の義務付けの詳細については「大気汚
染防止法の一部を改正する法律に係る対応について（令和3
年7月28日）」及び「大気汚染防止法による事前調査の報告
義務化の対応について（令和4年3月8日）」によるものとす
る。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

22．大気汚染防止法

追 加

※解体等工事の事前調査の義務付けの詳細については「大気汚
染防止法の一部を改正する法律に係る対応について（令和3
年7月28日）」によるものとする。
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２４．請求書(様式第93)

(１) 請負者から発注者へ提出
(２) 契約約款第34条
(３) 注意事項を参照のこと。

注意事項
(１) 「一般会計」はインボイス対応不要。

一般会計にかかる事業は、消費税法上、課税標準額に対する消費
税額と仕入控除税額を同額とみなす特例が認められているため、消
費税の申告義務が免除されている(消費税法第 60 条第 6 項)。また、
適格請求書発行事業者として登録された後も消費税の申告義務は免
除されるため、一般会計についてはインボイスの対応は不要。

(２) 課税対象となる「地方公営企業会計」及び「特別会計」へ請求す
る場合は事項を参考にインボイス制度対応の適格請求書を提出する
こと。

第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

24．請求書 新規追加
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

24．請求書（記載例） 改 定
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第２章 書類関係
2－2 書類作成の手引き

24．請求書（記載例） 改 定



土木工事現場必携の主な改定点
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１ 完了検査
(１) 完了検査の受検体制（発注者側）

② 検査に必要な書類（設計図書、「施工プロセス」のチェック
リスト、成績評定資料（チェック表）等）を準備すること。

第４章 検査関係
4－5 検査に関する留意事項

工事検査にあたっての留意事項

追 加

１ 完了検査
(１) 完了検査の受検体制（発注者側）

② 検査に必要な書類（設計図書、「施工プロセス」のチェック
リスト等）を準備すること。



土木工事現場必携の主な改定点
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様式改定
・工期延長［短縮］協議書
・工事の一時中止について（通知）
・工事の一時中止の延長について（通知）
・工事の再開について（通知）
・工事の一時中止に伴う増加費用の請求について
・前払金請求書
・中間前払金請求書
・部分払請求書
・請求書
・支給品受領書
・支給品精算書
・段階確認報告書
・施工状況把握報告書
・材料確認書

第５章 各種様式
5－1 契約関係様式

改 定



土木工事現場必携の主な改定点
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様式追加（参考様式）
・同一監理（主任）技術者承諾願

・同一監理（主任）技術者承諾書

・工事の一時中止に伴う増加費用の見積について（依頼）

・工事の一時中止に伴う増加費用の見積について

・掛金収納書（電子申請方式）

・掛金収納書提出用台紙（電子申請を使用しない場合）

・建設業退職金共済証紙貼付状況報告書

・共済証紙受払簿

・掛金充当実績総括表

・工事別共済証紙受払簿

第５章 各種様式
5－1 契約関係様式

追 加



以下の資料を改定
・土木工事監督要領
・工事現場における適正な施工体制の確保等につ

いて
・監督業務の基本事項
・土木工事安全施工技術指針
・建設工事等検査要領

以下の資料を追加
・建設発生土（土砂）等の利用と処理に関する実

施要領〈愛知県〉

土木工事現場必携の主な改定点

29

第６章 資 料
改 定



土木工事現場必携の主な改定点

30

第６章 資 料
6－17 舗装工事のコア-採取位置の選定方法

乱数表 修 正


